
大規模水害の情報提供効果に関する分析 

～避難行動要支援者，時間経過を考慮して～ 

 

金沢大学大学院  学生会員 ○長木 雄大 

金沢大学大学院  学生会員  森崎 裕磨 

金沢大学   正会員  藤生 慎  

金沢大学  フェロー  髙山 純一 

 

１．はじめに  

 平成 30年 7月に広島県や岡山県を中心に起こった

豪雨(平成 30 年 7 月豪雨)では被災者のうち 7 割超が

60 歳以上であった．現在の避難情報は面的に出され

ており，避難により多くの時間を必要とする高齢者

を始めとした避難行動要支援者が逃げ切れず犠牲と

なるといった，災害弱者への不十分な対応が課題と

なっている 1）． 

 そこで本研究では,石川県小松市を流れる一級河川

である梯川における被災リスクや避難行動に多くの

時間を要すると考えられる避難行動要支援者が，ど

のタイミングで浸水想定内に分布しているかを明ら

かにし，大規模水害時における町字別，想定されう

る被災状況の推計を行う．また，破堤後における浸

水想定範囲の時間経過と避難行動要支援者と避難所

の分布の関係を明らかにすることで，避難行動要支

援者の避難に必要な時間の算出を行い，破堤点や避

難所からの距離といった地域特性や避難行動要支援

者といった居住者の個人属性を考慮した新たな避難

情報提供を行うことで人的被害の軽減を目指す． 

 

２．分析概要と使用データ  

 本研究では，分析対象を石川県小松市内にある河

川の内，最も規模の大きな浸水想定がなされている

河川である梯川とする．また，小松市梯川の水防箇

所であり，洪水の安全な流下に支障となる横断工作

物である小松新橋付近，河口より 5.0km，左岸の想定

破堤点とし，梯川における想定破堤点の時間経過ご

との浸水範囲の広がり等の詳細な情報が記載されて

いる「平成 27 年梯川浸水想定電子化データ」を用い

る．また，分析対象者は避難行動要支援者であり，
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表-1 避難時に困難を伴う疾患 

をもとに定義されている既存の研究 2)を参照し，要 

介護認定者、後期高齢者，表-1 に示す避難行動にお

いて困難な疾患を患う者とした．市全域ではなく，

きめ細かな情報提供を行う際に，町字ごとの地域特

性を把握することが重要である．分析対象者を町字

単位で把握するため，国民健康保険データベース

(KDB データ)を用いる．KDB データは各自治体が管

理し，町字単位での要介護度や疾患等の患者の詳細

なデータが記載されている医療ビックデータである． 

また，KDB データを用いて把握した避難行動要支援

者の分布を点で考慮するため，GIS の建物データを

用い，家屋分布の把握を行う．家屋に町字別避難行

動要支援者を配分することで，家屋に居住している

と仮定し，避難行動として最寄りの避難所まで徒歩

避難を行うものと仮定した． 

 本研究で，避難行動を考える上で，避難の歩行速

度や避難開始時刻といった仮定が必要である．歩行

速度は既存の研究 3)より，要介護認定者が 20m/分，

後期高齢者が 30m/分，避難行動に困難な疾患を患う

者が 40m/分と定義した．現在の避難情報提供タイミ

ングは，平成 30 年 7 月豪雨の際，破堤直前での情報

提供であったため，本分析において現在の避難情報

提供タイミングを破堤 5 分前とし，居住者は避難情 
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報提供と同時に避難を開始するものと仮定した． 

 

３．避難行動要支援者の避難可能性に関する分析 

(1) 現在の情報提供による被災者数の推計 

 想定破堤点での破堤から90分間で浸水が想定され

ている町字は，園町，上小松町，小寺町，白江町の 4

つ存在した．町字別推計被災者数を図-1 に示す．図

-1 より小寺町と白江町において被災者が 1 人未満で

あったため，現在の情報提供タイミングでも十分に

対応できていると考えることが出来る一方で，上小

松町においては約 29 人，園町においては約 3 人の避

難行動要支援者が避難に間に合わないことが明らか

となった． 

(2)情報提供タイミングを変化させることによる影響

評価 

 第 3 章(1)より，現在の避難情報では，避難行動要

支援者への対応が不十分であると考えられる園町と

上小松町において，情報提供タイミングを現在より 5

分ずつ60分先まで変化させることで早期避難を促し，

人的被害軽減の程度を分析した．被災者数の推移を

図-2 に示す．上小松町においては，現在の避難情報
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図-2 早期情報提供による被災者軽減の推移 

提供では人的被害が 29.1 人であるが，30 分早めるこ

とで被害を約 50％削減でき，62 分早めることで，全

ての人的被害を軽減できる可能性が高いことが明ら

かとなった．園町において，現在の避難情報提供タ

イミングでは人的被害が 2.5 人であるが，20 分早め

ることで被害を約 70％削減し， 40 分早めることで

全ての人的被害を軽減できる可能性が高いことが明

らかとなった．町字ごとに対象とする居住者の分布

や進行する浸水範囲が異なるため，近接する町字に

おいても避難情報提供タイミングの変化による軽減

率は，一律ではなく町字ごとに異なることが明らか

となった． 

 

４．まとめと今後の課題  

 町字ごとの避難に必要な時間や避難行動要支援者

数の居住者数，建物分布を把握することで，その町

字に合った水害対策，情報提供を行うことで人的被

害を軽減できる可能性があることが明らかとなった． 

 また，同じ梯川近隣の町字においても，必要な避

難時間が大きく異なること，現在の避難情報提供で

は避難行動要支援者への対応が不十分であることが

明らかとなった． 

 今後の課題は，分析結果が距離と歩行時間によっ

て大きく影響を受けるため，アンケートや実際に歩

行実験などを行うことでより正確な避難行動要支援

者の歩行速度や歩行限界距離等のパラメータを求め

る必要がある．また，流速や浸水深も考慮した分析

を行う必要がある． 
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